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審査意見について

地方自治法第233条第２項の規定により、審査に付された令和元年度大隅肝
属広域事務組合一般会計の歳入歳出決算及び証書類を審査した結果について、
次のとおり意見を提出します。
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第１　審査の対象

　令和元年度大隅肝属広域事務組合一般会計歳入歳出決算

第２　審査の期間

　令和２年７月22日から令和２年８月25日まで

第３　審査の方法

　　令和元年度大隅肝属広域事務組合一般会計の歳入歳出決算及び附
　属書類の審査にあたっては、その計数は正確であるか、予算は法令
　に準拠し、また、議会の議決の趣旨にそって適正に執行されたかな
　ど、会計管理者所管の関係帳簿及び証拠書類と照合を行い、併せて
　一部現地調査を含め、関係職員の説明を求めながら実施した。

第４　審査の結果

　　審査の結果、一般会計の歳入歳出決算及び附属書類は関係法令に
　準拠して作成され、決算の計数は、会計管理者所管の会計帳簿及び
　証拠書類と一致している。
　　また、予算は適正に執行されているものと認められた。

令和元年度大隅肝属広域事務組合一般会計歳入歳出決算審査意見
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１　総　　括

　当年度の当初予算額は、歳入歳出それぞれ 1,894,068,000円で補
正予算により 46,893,000円を増額し、予算現額は 1,940,961,000
円となっている。
　当年度の収支は、収入済額 1,950,572,607円、及び支出済額は
1,874,541,001円で、歳入歳出差引額は 76,031,606円の形式収支と
なっている。
　また、歳入の調定額に対する収入率は 100％で歳出の予算現額に
対する執行率は 96.58％となっている。

歳  入 （単位：円・％）

1 0 100.00

2 0 100.00

3 0 100.00

4 0 100.00

5 0 100.00

6 0 100.00

0 100.00

歳  出 （単位：円・％）

1

2

3

4

5

6

7

決 算 状 況

科　　目 予算現額 調 定 額 収入済額
不　納
欠損額

収入未済額 収入率

分担金及び
負 担 金

1,603,266,000 1,603,266,000 1,603,266,000 0

使用料及び
手 数 料

168,051,000 172,033,998 172,033,998 0

財 産 収 入 710,000 708,008 708,008 0

繰 入 金 43,786,000 42,033,576 42,033,576 0

繰 越 金 46,288,000 46,287,568 46,287,568 0

諸 収 入 78,860,000 86,243,457 86,243,457 0

合　　計 1,940,961,000 1,950,572,607 1,950,572,607 0

科　　目 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率

議 会 費 1,123,000 1,015,064 0 107,936 90.39

総 務 費 64,143,000 57,878,821 0 6,264,179 90.23

民 生 費 71,465,000 60,033,038 0 11,431,962 84.00

衛 生 費 1,151,270,000 1,108,655,742 0 42,614,258 96.30

公 債 費 599,963,000 599,962,760 0 240 99.99

諸 支 出 金 46,997,000 46,995,576 0 1,424 99.99

予 備 費 6,000,000 0 0 6,000,000 0.00

合　　計 1,940,961,000 1,874,541,001 0 66,419,999 96.58
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（１）　決算収支の状況

　当年度の収支は、歳入決算額 1,950,572,607円に対して、歳出
決算額は 1,874,541,001円で、歳入歳出差引額は 76,031,606円の
形式収支となっている。
　実質収支も形式収支と同額で黒字となっている。

（単位：円）

A

B

(A-B)C

D

(C-D)E

F

(E-F)G

H

I

J

(G+H+I-J)

（２）　歳入決算額の性質別状況

　歳入決算額を性質別にみると、歳入総額に対し構成市町負担金、
使用料及び手数料、財産収入等の自主財源が 1,950,572,607円
（100%）となっている。
　歳入決算額を前年度に比較すると、自主財源は 85,683,539円の
増、依存財源は前年度も当年度も収入がないため、増減なしとなっ
ている。

構成
比率

構成
比率

100.00 100.00

0.00 0.00

100.00 100.00

区　　分 令和元年度 平成30年度 増　　減

歳入決算額 1,950,572,607 1,864,889,068 85,683,539

歳出決算額 1,874,541,001 1,818,601,500 55,939,501

形式収支 76,031,606 46,287,568 29,744,038

翌年度へ繰越
すべき財源

0 0 0

実質収支 76,031,606 46,287,568 29,744,038

前年度実質
収支

46,287,568 48,340,453 △ 2,052,885

単年度収支 29,744,038 △ 2,052,885 31,796,923

積立金 46,995,576 37,611,367 9,384,209

繰上償還金 0 0 0

積立金
取崩額

42,033,576 27,631,048 14,402,528

実質単年度
収支

34,706,038 7,927,434 26,778,604

（単位：円・％）

区　分

令和元年度 平成30年度

増　減

決算額 決算額

自主財源 1,950,572,607 1,864,889,068 85,683,539

依存財源 0 0 0

合  計 1,950,572,607 1,864,889,068 85,683,539
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（３）　歳出決算額の性質別状況

　歳出決算額を消費的経費、投資的経費、その他の経費別にみると総
額に対し人件費等の消費的経費 1,124,736千円（60.00％）、投資的経
費 102,846千円（5.49％）、その他の経費 646,959千円（34.51％）と
なっている。
　歳出決算額を前年度に比較すると、消費的経費 41,090千円（3.52％）
の減、投資的経費 88,806千円（632.52％)、その他の経費 8,223千円
（1.29％）の増となっている。

（単位：千円・％）

構成
比率

対前年
度比率

6.99 96.68

52.17 96.60

0.64 85.58

0.11 91.84

0.09 102.45

60.00 96.48

5.49 732.52

0.00 －

5.49 732.52

32.00 99.81

2.51 124.95

34.51 101.29

100.00 103.08

（地方財政状況調査分類による）

（４）　歳入決算額について

　歳入決算額は 1,950,572,607円となり予算現額 1,940,961,000円
に対する収入率は 100.50％となっている。
　歳入決算額を前年度に比較すると 85,683,539円（4.59％）の増と
なっている。

（単位：円・％）

対予算 対調定

0 0 100.50 100.00

0 0 100.77 100.00

0 0 △ 0.27 0.00

年　　度 令和元年度 平成30年度 増減

性　　質 決算額 決算額 金額 比率

消
 
費
 
的
 
経
 
費

人　　件　　費 131,122 135,623 △ 4,501 △ 3.32

物　　件　　費 977,928 1,012,345 △ 34,417 △ 3.40

維 持 補 修 費 12,083 14,119 △ 2,036 △ 14.42

扶　　助　　費 1,970 2,145 △ 175 △ 8.16

補　助　費　等 1,633 1,594 39 2.45

小　　　計 1,124,736 1,165,826 △ 41,090 △ 3.52

投
資
的
経
費

普 通 建 設 事 業 費 102,846 14,040 88,806 632.52

補 助 事 業 0 0 0 －

単 独 事 業 102,846 14,040 88,806 632.52

そ
の
他
の
経
費

公　　債　　費 599,963 601,125 △ 1,162 △ 0.19

積　　立　　金 46,996 37,611 9,385 24.95

8,223 1.29

合　　　計 1,874,541 1,818,602 55,939 3.08

予算現額 調定額 収入済額
不能

欠損額
収入

未済額

小　　　計 646,959 638,736

収入率

令和元年度 1,940,961,000 1,950,572,607 1,950,572,607

平成30年度 1,850,667,000 1,864,889,068 1,864,889,068

区　　分

増　　減 90,294,000 85,683,539 85,683,539
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構成
比率

収入率

1 82.19 100.00

2 8.82 100.00

3 0.04 100.00

4 2.15 100.00

5 2.37 100.00

6 4.43 100.00

100.00 100.00

 第１款　分担金及び負担金

　当年度の予算現額に対する収入率は 100％となっており、収入済額
は、歳入総額の 82.19％を占めている。

対予算 対調定

100.00 100.00

100.00 100.00

0.00 0.00

構成
比率

構成
比率

比率

64.55 63.32 8.08

7.30 8.16 △ 5.16

4.59 4.66 4.32

6.99 7.06 4.86

5.44 5.54 4.05

11.13 11.26 4.87

100.00 100.00 6.01

歳   入   款   別   比   較   表
（単位：円・％）

区         分

令和元年度
平成30年度
収入済額

増　　減

収  入  済  額 金　　額 比率

分担金及び負担金 1,603,266,000 1,512,361,000 90,905,000 6.01

使用料及び手数料 172,033,998 171,667,559 366,439 0.21

財　産　収　入 708,008 701,914 6,094 0.87

繰　　入　　金 42,033,576 27,631,048 14,402,528 52.12

繰　　越　　金 46,287,568 48,340,453 △ 2,052,885 △ 4.25

諸　　収　　入 86,243,457 104,187,094 △ 17,943,637 △ 17.22

合　　　計 1,950,572,607 1,864,889,068 85,683,539 4.59

（単位：円・％）

区　　分 予算現額 調定額 収入済額
収入率

予算現額に対する

収入済額の増減

令和元年度 1,603,266,000 1,603,266,000 1,603,266,000 0

平成30年度 1,512,361,000 1,512,361,000 1,512,361,000 0

増　　減 90,905,000 90,905,000 90,905,000 0

○構成市町の負担金状況
（単位：円・％）

構成市町名

令和元年度 平成30年度 増　　減

負　担　金 負　担　金 金　　額

鹿 屋 市 1,034,958,000 957,606,000 77,352,000

垂 水 市 117,039,000 123,401,000 △ 6,362,000

東 串 良 町 73,523,000 70,479,000 3,044,000

錦 江 町 112,013,000 106,824,000 5,189,000

南 大 隅 町 87,231,000 83,835,000 3,396,000

肝 付 町 178,502,000 170,216,000 8,286,000

合　　計 1,603,266,000 1,512,361,000 90,905,000
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 第２款　使用料及び手数料

　当年度の予算現額に対する収入率は 102.37％となっており、収入
済額は、歳入総額の 8.82％を占めている。
　収入済額の内訳は、清掃手数料 126,283,520円、火葬場使用料
45,549,000円、行政財産目的外使用料 201,478円となっている。

対予算 対調定

102.37 100.00

99.33 100.00

3.04 0.00

 第３款　財産収入

　当年度の予算現額に対する収入率は 99.72％となっており、収入
済額は、歳入総額の 0.04％を占めている。
　収入済額 708,008円は、財政調整基金利子である。

対予算 対調定

99.72 100.00

99.99 100.00

△ 0.27 0.00

 第４款　繰入金

　当年度の予算現額に対する収入率は 96.00％で 1,752,424円の収
入減となっており、収入済額は、歳入総額の 2.15％を占めている。

対予算 対調定

96.00 100.00

96.24 100.00

△ 0.24 0.00

 第５款　繰越金

　当年度の予算現額に対する収入率は 99.99％となっており、収入
済額は、歳入総額の 2.37％を占めている。

対予算 対調定

99.99 100.00

99.99 100.00

0.00 0.00

(単位：円・％)

区　　分 予算現額 調定額 収入済額
収入率

予算現額に対する

収入済額の増減

令和元年度 168,051,000 172,033,998 172,033,998 3,982,998

平成30年度 172,821,000 171,667,559 171,667,559 △ 1,153,441

増　　減 △ 4,770,000 366,439 366,439 5,136,439

 （単位：円・％）

区　　分 予算現額 調定額 収入済額
収入率

予算現額に対する

収入済額の増減

令和元年度 710,000 708,008 708,008 △ 1,992

平成30年度 702,000 701,914 701,914 △ 86

増　　減 8,000 6,094 6,094 △ 1,906

 （単位：円・％）

区　　分 予算現額 調定額 収入済額
収入率

予算現額に対する

収入済額の増減

令和元年度 43,786,000 42,033,576 42,033,576 △ 1,752,424

平成30年度 28,712,000 27,631,048 27,631,048 △ 1,080,952

増　　減 15,074,000 14,402,528 14,402,528 △ 671,472

 （単位：円・％）

区　　分 予算現額 調定額 収入済額
収入率

予算現額に対する

収入済額の増減

令和元年度 46,288,000 46,287,568 46,287,568 △ 432

平成30年度 48,341,000 48,340,453 48,340,453 △ 547

増　　減 △ 2,053,000 △ 2,052,885 △ 2,052,885 115
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 第６款　諸収入

　当年度の予算現額に対する収入率は 109.36％で 7,383,457円の収
入増となっており、収入済額は、歳入総額の 4.43％を占めている。
　当年度収入済額の内訳は、電気料収入 77,973,976円、資源物売却
代金 7,951,970円、介護認定審査受託事業収入 165,651円、労働保険
料 102,986円、預金利子 4,993円、雑入 43,881円である。

対予算 対調定

109.36 100.00

118.76 100.00

△ 9.40 0.00

（５）　歳出決算額について

　歳出決算額は 1,874,541,001円で、予算現額に対する執行率は
96.58％となり 66,419,999円の不用額となっている。 
　不用額の主なものは、総務管理費 6,125,017円、社会福祉費 4,688,841
円、介護認定審査会費 6,216,808円、清掃費 38,435,629円である。
　歳出決算額を前年度と比較すると、前年度より 55,939,501円
（3.08%）の増となっている。

       歳   出   款   別   比   較   表

構成
比率

執行率 比率

1 0.05 90.39 △ 4.27

2 3.09 90.23 0.38

3 3.20 84.00 △ 5.21

4 59.14 96.30 4.81

5 32.01 99.99 △ 0.19

6 2.51 99.99 24.95

7 0.00 0.00 0.00

100.00 96.58 3.08

 （単位：円・％）

区　　分 予算現額 調定額 収入済額
収入率

予算現額に対する

収入済額の増減

令和元年度 78,860,000 86,243,457 86,243,457 7,383,457

平成30年度 87,730,000 104,187,094 104,187,094 16,457,094

増　　減 △ 8,870,000 △ 17,943,637 △ 17,943,637 △ 9,073,637

（単位：円・％）

区　　分 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率

令和元年度 1,940,961,000 1,874,541,001 0 66,419,999 96.58

平成30年度 1,850,667,000 1,818,601,500 0 32,065,500 98.27

増　　減 90,294,000 55,939,501 0 34,354,499 △ 1.69

    （単位：円・％）

区　　分
令和元年度

平成30年度
支出済額

増　　減

支出済額 金額

議 会 費 1,015,064 1,060,337 △ 45,273

総 務 費 57,878,821 57,660,892 217,929

民 生 費 60,033,038 63,334,174 △ 3,301,136

衛 生 費 1,108,655,742 1,057,810,082 50,845,660

公 債 費 599,962,760 601,124,648 △ 1,161,888

諸 支 出 金 46,995,576 37,611,367 9,384,209

予 備 費 0 0 0

合　　　　計 1,874,541,001 1,818,601,500 55,939,501
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　歳出決算額を各節別に見ると、委託料 894,644,000円（46.69％）、
償還金、利子及び割引料 599,963,000円（32.00％）が高い比率を占め
ている。

（単位：円・％）

1 報　酬

2 給　料

3 職員手当等

4 共済費

7 賃　金

8 報償費

9 旅　費

10 交際費

11 需用費

12 役務費

13 委託料

14

15

16

18 備品購入費

19

23

25 積立金

27 公課費

 第１款　議会費

　当年度の予算現額 1,123,000円に対し、支出済額は 1,015,064円
で、執行率は 90.39％となり、歳出総額の 0.05％を占めている。
　不用額は 107,936円で、主なものは旅費 65,532円である。
　支出済額を前年度と比較すると 45,273円の減となっている。

歳 出 節 別 決 算 の 状 況

区 分
予算現額

支   出   済   額

節 別 金  額 構成比率 対前年度比率

25,805,000 20,218,000 1.08 △ 10.22

57,673,000 55,692,568 2.97 △ 0.93

47,982,000 38,530,015 2.06 △ 3.96

26,158,000 24,628,190 1.31 △ 0.35

34,729,000 34,292,067 1.83 3.63

238,000 102,200 0.01 △ 56.32

2,832,000 1,537,453 0.08 △ 35.08

50,000 0 0.00 －

74,199,000 62,056,356 3.31 47.86

4,589,000 4,127,896 0.22 △ 7.08

894,644,000 875,364,127 46.69 △ 6.13

使用料及び賃借料 6,309,000 6,271,257 0.33 6.72

工事請負費 79,200,000 73,241,754 3.91 皆増

原材料費 239,000 76,178 0.01 △ 53.35

32,661,000 30,973,856 1.65 104.67

負担金、補助及び交付金 541,000 319,748 0.02 △ 5.43

償還金、利子及び割引料 599,963,000 599,962,760 32.00 △ 0.19

46,997,000 46,995,576 2.51 24.95

152,000 151,000 0.01 29.28

　（予備費） 6,000,000 0 0.00 －

合   計 1,940,961,000 1,874,541,001 100.00 3.08

（単位：円・％）

区     分 予算現額 支出済額 不用額 執行率 摘   要

令和元年度 1,123,000 1,015,064 107,936 90.39

平成30年度 1,244,000 1,060,337 183,663 85.24

増　　減 △ 121,000 △ 45,273 △ 75,727 5.15
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 第２款　総務費

　当年度の予算現額 64,143,000円に対し、支出済額は 57,878,821円
で、執行率は 90.23％となり、歳出総額の 3.09％を占めている。
　不用額は 6,264,179円で、主なものは、一般管理費の職員手当等 
3,800,963円、共済費 887,393円、需用費 565,613円である。
　支出済額を前年度と比較すると 217,929円の増となっている。

　当年度の予算現額 71,465,000円に対し、支出済額は 60,033,038円
で、執行率は 84.00％となり、歳出総額の 3.20％を占めている。
　不用額は 11,431,962円で、主なものは 社会福祉総務費の給料 1,005,400
円、職員手当等 2,885,494円、介護認定審査会費の報酬 5,065,500円となっ
ている。
　支出済額を前年度と比較すると 3,301,136円の減となっている。

　当年度の予算現額 1,151,270,000円に対し、支出済額は 1,108,655,742
円で、執行率は 96.30％となり、歳出総額の 59.14％を占めている。
　不用額は 42,614,258円で、主なものは、火葬場費の需用費 4,175,458円、
清掃費（ごみ処理施設費）の職員手当等 2,765,528円、需用費 6,770,025円、
委託料 19,219,900円、工事請負費 5,958,246円となっている。
　支出済額を前年度と比較すると 50,845,660円の増となっている。

（単位：円・％）

区     分 予算現額 支出済額 不用額 執行率 摘   要

令和元年度 64,143,000 57,878,821 6,264,179 90.23

平成30年度 60,212,000 57,660,892 2,551,108 95.76

増　　減 3,931,000 217,929 3,713,071 △ 5.53

 第３款　民生費

（単位：円・％）

区     分 予算現額 支出済額 不用額 執行率 摘   要

令和元年度 71,465,000 60,033,038 11,431,962 84.00

平成30年度 71,501,000 63,334,174 8,166,826 88.58

増　　減 △ 36,000 △ 3,301,136 3,265,136 △ 4.58

 第４款　衛生費

（単位：円・％）

区     分 予算現額 支出済額 不用額 執行率 摘   要

令和元年度 1,151,270,000 1,108,655,742 42,614,258 96.30

平成30年度 1,072,973,000 1,057,810,082 15,162,918 98.59

増　　減 78,297,000 50,845,660 27,451,340 △ 2.29
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　当年度の予算現額 599,963,000円に対し、支出済額は 599,962,760円
で、執行率は 99.99％となり、歳出総額の 32.01％を占めている。
　支出済額を前年度に比較すると 1,161,888円の減となっている。

　当年度の予算現額 46,997,000円に対し、支出済額は 46,995,576円
で、執行率は 99.99％、歳出総額の 2.51％を占めている。
　支出済額を前年度に比較すると 9,384,209円の増となっている。

　予備費 6,000,000円は充用されていない。

２　財産に関する調書

（１）　公 有 財 産

 ア　土地及び建物

　　土地の年度末現在高は 259,223.99㎡となっており、建物の年度
　末現在高は 24,603.79㎡となっている。
　　土地、建物ともに清掃事業及び火葬場に係る財産であり、決算
　年度中の増減はない。

 イ　物　権

　　地役権の前年度末現在高は 150.45㎡で、決算年度中の増減はない。

 第５款　公債費

（単位：円・％）

区     分 予算現額 支出済額 不用額 執行率 摘   要

令和元年度 599,963,000 599,962,760 240 99.99

平成30年度 601,125,000 601,124,648 352 99.99

増　　減 △ 1,162,000 △ 1,161,888 △ 112 0.00

 第６款　諸支出金

  （単位：円・％）

区     分 予算現額 支出済額 不用額 執行率 摘   要

令和元年度 46,997,000 46,995,576 1,424 99.99

平成30年度 37,612,000 37,611,367 633 99.99

増　　減 9,385,000 9,384,209 791 0.00

 第７款　予備費
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（２）　物　　品

　　物品は、前年度末現在高が 21台で、10トンダンプ1台（清掃セン
　ター）増、パワーショベル1台（鹿屋最終処分場）増により、決算
　年度末現在高は 23台となっている。

（３）　基　　金

 ア　財政調整基金
　　決算年度中の積立額は 46,995,576円となっており、基金の取
　崩額は 42,033,576円であることから、決算年度末の現在高は
　626,255,215円となっている。

（単位：台）

中分類 区　分
前年度末
現在高

決算年度中
増減高

決算年度末
現在高

　車両

乗用車 1 0 1

軽乗用車 1 0 1

塵芥収集車 1 0 1

ダンプトラック 2 1 3

軽貨物車 4 0 4

特殊自動車 2 0 2

中分類計 11 1 12

　事業用建設
　機械類

パワーショベル 3 1 4

タイヤショベル 3 0 3

自走式二軸破砕機 1 0 1

乗用芝刈機 1 0 1

中分類計 8 1 9

　事務用器具

火葬場予約ｼｽﾃﾑ（ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ） 1 0 1

給与システム 1 0 1

中分類計

積立額
(B)

取崩額
(C)

2 0 2

総　合　計 21 2 23

財政調整基金 621,293,215 46,995,576 42,033,576 626,255,215

（単位：円）

区　　分
前年度末現在高

(A)

決算年度中増減額
決算年度末現在高

(A)+(B)-(C)
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←ワードの意見書むすびを貼り付ける

段落を調整するときは右クリックで段落を選び、行間固定値

で調整する

む す び

今回、審査に付された令和元年度決算の収支状況は、実質収支及び実質単年度収

支ともに黒字となっており、限られた財源の中で効率的かつ適正な業務の執行が行

われ、健全な財政運営がなされていると認められるところである。

令和元年度決算を平成30年度決算と比較すると、歳入については、売電に係る

電気料収入の減、落雷被害による建物損害共済金の給付や老朽化した重機の更新に
よる物品売却が無かったことなどにより諸収入が減っているが、構成市町負担金や

繰入金の増により全体的には増額となっている。
歳出についても、鹿屋最終処分場斜面変動対策工事の工事請負費や10トンダン

プ・油圧ショベルの備品購入費の増が主な要因となり、全体的には増額となってい

る。
また、予算現額に対する執行率は96.58％となっており、計画的な予算執行が行

われていると認められるところである。
実施された各事業について、認定審査事業においては、構成市町からの申請に基

づく要介護認定審査業務や障害支援区分認定審査業務に着実に取り組んでいる。
また、審査件数は介護認定有効期間の延長等により減少傾向にあるが、依然とし

て1万件を超えていることから、引き続き認定審査会委員の人材確保を図りながら、
公正公平で適正かつ円滑な審査業務を遂行していただきたい。

火葬事業においては、平成26年度から指定管理者制度が導入され、２期目となる
令和元年度からは新たな指定管理者が火葬場の運営を担っている。

施設については、運営経費が計画的かつ効率的に執行されていることや利用者か
らの苦情等もほとんど寄せられないなど、特に問題なく適切な運営が行われ円滑な

事業遂行が図られていると認められる。今後も指定管理者と連携し、さらなる安定
的な運営が行われるよう努められたい。

清掃事業においては、肝属地区清掃センターでのごみ焼却から最終処分に至る一
般廃棄物処理における総合的な管理運営が適切に実施されている。

一方、清掃センターも稼働から10年以上が経過していることから、施設の点検・
維持補修や計画的な管理運営に取り組むとともに、引き続き、搬入ごみから取り出

した資源物の売払収入や売電による電気料収入などの自主財源の確保に努められた
い。

また、搬入されるごみの量も依然として多い状況であるので、構成市町と一体と
なって、リサイクルの推進、分別の徹底を図るなど、ごみ減量に積極的に取り組ま

れたい。
最後に、組合財源の多くは組合構成市町からの負担金で賄われていることから、

行財政経営プランなどに基づく自主財源の有効活用や事業のさらなる効率的・計画
的な遂行により構成市町負担金の軽減に努めるとともに、今後もさらなる組合の安
定的な運営に努められたい。
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